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国土交通省との「ＰＰＰ協定」の締結について 
 

 

 株式会社秋田銀行（頭取 新谷明弘）は、国土交通省の「ＰＰＰ協定（コンサルティングタイプ）」の

パートナーに選定されましたのでお知らせいたします。パートナー選定は 2018 年度に続いて２度目とな

ります。 

 

１ ＰＰＰ協定とは 

国土交通省とのＰＰＰ協定は、自治体や民間事業者がＰＰＰ/ＰＦＩ（注）に関する知識・ノウハウを

習得する機会を増やすため、国土交通省の支援を受けながら、パートナー企業によるセミナーやコンサ

ルティングを推進するものです。 

 

（注）○ ＰＰＰ（ﾊﾟﾌﾞﾘｯｸ・ﾌﾟﾗｲﾍﾞｰﾄ・ﾊﾟｰﾄﾅｰｼｯﾌﾟ：公民連携） 

公民が連携して公共サービスの提供を行う仕組みです。ＰＦＩ、民間委託、指定管理者制度、

民営化等を含めた公民連携手法の総称です。 

○ ＰＦＩ（ﾌﾟﾗｲﾍﾞｲﾄ・ﾌｧｲﾅﾝｽ・ｲﾆｼｱﾃｨﾌﾞ） 

公共施設等の設計、建設、維持管理及び運営に、民間の資金とノウハウを活用し、公共サービ

スの提供を民間主導で行うことで、効率的かつ効果的な公共サービスの提供をはかるという考え

方です。 

 ○ 国・地方ともに厳しい財政状況の中で、昨今ますます深刻化する公共施設・インフラの老朽化

問題に対応していくためには、ＰＰＰ/ＰＦＩ等によるコスト削減、財政負担の平準化、未利用

地の有効活用など民間ノウハウや民間資金の活用が重要とされています。 

 

２ 当行の対応 

当行では、本協定に基づいて国土交通省と連携し、ＰＰＰ／ＰＦＩに取り組む地域の自治体や民間事

業者に最新の政策動向等を提供するとともに、無料セミナー開催や個別相談に対するコンサルティング

等を通じて、地域の自治体の政策形成推進および民間事業者の事業機会創出に貢献してまいります。 

（以 上） 


